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平成 31年度 決算公告 

 

さくら少額短期保険株式会社 

代表取締役 清水 芳彦 

 

平成 31年度(令和 2年 3月 31日現在)貸借対照表 

  

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

現金及び預貯金 4,665,248 保険契約準備金       2,021,747 

預貯金 4,665,248 支払備金 49,479 

有形固定資産 1,444 責任準備金 1,972,267 

その他の有形固定資産 1,444 代理店借 41,966 

無形固定資産      35,028 再保険借 302,839 

ソフトウェア 35,028 その他負債 464,437 

その他の無形固定資産   0 未払法人税等 409,063 

再保険貸 147,688 未払金 43,341 

その他資産 136,596 未払費用   714 

未収金 131,650 前受金 8,122 

前払費用 1,992 預り金 3,195 

その他の資産 2,952 その他の引当金 4,568 

供託金 182,000 負債の部 合計 2,835,558 

繰延税金資産 3,556 （純資産の部）  

  資本金 225,000 

  資本剰余金 50,000 

  資本準備金 50,000 

  利益剰余金 2,061,002 

  利益準備金 175,000 

  その他利益剰余金 1,886,002 

  繰越利益剰余金 1,886,002 

  株主資本合計 2,336,002 

  純資産の部 合計 2,336,002 

資 産 の 部 合 計 5,171,561 負債及び純資産の部合計    5,171,561 
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貸借対照表の注記 

１．重要な会計方針に関する事項 

  (1) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

       定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

使用可能期間(5年）に基づいて償却しております。 

 （2) 引当金の計上方法 

      賞与引当金 

      従業員の賞与支給に充てるため、支給見込み額に基づき、引当金を計上しております。 

 （3) その他の計算書類作成のため基本となる重要な事項 

① 消費税の会計処理方法 

       消費税等（消費税及び地方消費税、以下同じ。）の会計処理方法は税抜方式によっております。 

       なお、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としております。      

② 連結納税制度の適用 

       連結納税制度を適用しております。 

 (4)  有形固定資産の減価償却累計額  1,372千円 

 (5)   以下に掲げる金額 

① 保険業法施行規則第 211条の 52において準用する同規則第 73条第 3項において準用する同規則第 71条 

       第 1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額 

       出再支払備金は、61,437千円です。 

② 保険業法施行規則第 211条の 52において準用する同規則第 71条第 1項に規定する再保険を付した部分に 

       相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額 

       出再責任準備金は、39,886千円です。 

 (6)  保険業法第 113条繰延資産への繰入額及び償却の計算は、定款の規定に基づき行っております。 

      なお、平成 28年度末において償却を完了しております。 

 (7)   1株当たりの純資産額は、424,727円 74銭です。 
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    平成 31 年度               損益計算書 
                   

      

       (単位：千円)      

科     目 金   額 

経常収益 

保険料等収入 

保険料 

再保険収入 

 回収再保険金 

 再保険手数料 

支払備金戻入額 

責任準備金戻入額 

4,646,969 

4,493,996 

3,848,785 

645,210 

266,767 

378,443 

42,381 

110,592 

経常費用 

保険金等支払金 

保険金等 

解約返戻金等 

再保険料 

責任準備金等繰入額 

  支払備金繰入額 

  責任準備金繰入額 

事業費 

営業費及び一般管理費 

税金 

減価償却費 

その他経常費用 

3,096,756 

2,102,220 

846,131 

84 

1,256,004 

- 

- 

- 

994,382 

903,259 

76,068 

15,055 

153 

経常利益 1,550,211 

特別損失 

固定資産除却損 

274 

274 

税引前当期純利益 

法人税及び住民税 

法人税等調整額 

法人税等合計 

当期純利益 

1,549,938 

440,096 

△3,556 

436,540 

1,113,398 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年 4 月 1 日から 

令和  2 年 3 月 31 日まで 
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 損益計算書の注記 

 １．収益及び費用に関する金額 

  (1)正味収入保険料 （ 保険料から再保険料を控除した金額 ） 

              収 入 保 険 料        3,848,786千円 

              解 約 返 戻 金            84千円 

            -) 支 払 再 保 険 料         1,256,004千円  

               正味収入保険料           2,592,696千円 

 

  (2)正味支払保険金 （ 保険金等から回収再保険金を控除した金額 ） 

              支 払 保 険 金          846,131千円         

            -) 回 収 再 保 険 金          266,767千円   

               正味支払保険金             579,364千円 

 

 (3)支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額      60,152千円 

 

  (4)責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額    38,298千円 

 

  (5)利息収入の資産源泉別内訳   預貯金利息 0円 

 

  (6)1株当たりの当期純利益の額   202,436円 10銭   

 

 ２．以上のほか、損益の状態を正確に判断するために必要な事項 

   該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


